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近 年 、特 定 の野 生 鳥 獣 の生 息 分 布 の拡 大 や生 息 数

の 急 激 な 増 加 に 伴 い 、 農 山 漁 村 で は 、 鳥 獣 に よ る 農 林

漁 業 被 害 が 深 刻 化 ・ 広 域 化 す る と と も に 、 人 身 被 害 も

発 生 す る な ど 農 林 漁 業 者 を は じ め 住 民 の 暮 ら し が 脅 か

さ れ 、 さ ら に 高 齢 者 の 生 き が い ま で も 奪 う よ う な 状 況 に あ

り 、 農 山 漁 村 の 過 疎 化 を さ ら に 加 速 さ せ る 一 因 と も な っ

ています。 

被 害 町 村 に お いて は 、 これ ま で も 種 々の 対 策 を 講 じて

きたところですが、実 際 にはかなりの労 力 や経 費 を要 し、

し か も 過 疎 化 ・ 高 齢 化 に よ る 人 手 不 足 と 自 治 体 の 財 政

難 に 加 え て 、 制 度 面 で の 制 約 も あ る こ と か ら 、 一 時 的 な

対 応 と な り が ち で 、 決 め 手 と な る 根 本 的 な 対 策 と は な り

得 ていないのが実 情 であります。 

こ の よ う な 状 況 に あ る こ と か ら 、 抜 本 的 な 鳥 獣 被 害 対

策 を 講 じ る た め に は 、 地 域 に お け る 鳥 獣 被 害 の 実 態 や

対 策 の 現 状 を 踏 ま え 、 市 町 村 が 、 国 や 都 道 府 県 の 支

援 ・協 力 のもと、主 体 的 に対 策 に取 り組 み、的 確 かつ迅

速 な 対 応 が で き る よ う 、 新 た な 法 的 枠 組 み の 創 設 が 是

非 とも必 要 であります。 

鳥 獣 被 害 対 策 は、環 境 保 護 の精 神 に違 反 するもので

は な く 、 そ の 両 立 は 完 全 に 可 能 で あ り 、 農 山 村 に お け る

人 々の日 々の営 みを守 るためのものであります。 

よ っ て 、 政 府 ・ 国 会 に お か れ て は 、 野 生 鳥 獣 に よ る 被

害 の 実 態 に つ いて 十 分 ご 認 識 い た だき 、 鳥 獣 被 害 対 策

に係 わ る実 効 ある 措 置 を 内 容 とする特 別 措 置 法 を早 期

に制 定 されるよう強 く要 望 します。 
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